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第 1 章 はじめに 

 

1 策定の背景と目的 

全国的に空き家等が増加傾向にある中で、適切な管理がなされない空き家等

が防災、衛生、景観面などにおいて多岐にわたる問題を生じさせ、地域住民の

生活環境に深刻な影響を及ぼしていることが大きな社会問題となっています。

こうした状況に対応するため、平成 27 年 5 月に「空家等対策の推進に関する特

別措置法」（平成 26 年法律第 127 号。以下「法」という。）が全面施行されまし

た。法では、所有者等自らの責任による適切な管理を前提にしつつも、住民に

最も身近な行政主体であり、空き家等の状況を把握することが可能な立場にあ

る市町村を空き家等に関する施策の実施主体として位置付けています。 

本市においても、空き家等は増加傾向にあり、空き家等に関する対策を総合

的かつ計画的に実施するため、平成 25 年 3 月に「燕市空き家等の適正管理及び

まちなか居住促進に関する条例」（以下「燕市条例」という。）を策定しました。

また、平成 27 年 4 月に専門部署となる「空き家等対策推進室」を設置し、平成

28 年 12 月には「燕市空家等対策計画」（以下「前計画」という。）を策定し、「空

き家等の適切な管理の促進」、「空き家等の利活用の促進」、「特定空き家等に対

する措置」などの基本施策を定め、各種施策を展開してきました。 

今後人口減少が進行していく一方、空き家の発生に直接関与する高齢者の人

口割合が増加することが見込まれることから、空き家等の増加とともに、空き

家問題が更に深刻化していくことが予想されます。このことから、空き家等の

対策は、今後も本市の重要施策であるため、これまで実施してきた対策の結果

を踏まえ、計画的及び効率的に推進していくことを目的に「第 2 次燕市空家等

対策計画」（以下「本計画」という。）を策定し、総合的な空き家対策をより一

層推進します。 

 
本計画において、｢空家｣の表記は、法で規定されている固有の名称等(空家等対策計画等)以外は、条

例で規定する｢空き家｣で表記を統一しています。その他、本計画で使用する用語については、条例第 2

条の定義によるものとします。 

 

「空き家」（条例第 2条第 1号） 

建築物及びこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの

並びにその敷地(立木その他の土地に定着する物を含む。)をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有

し、又は管理するものを除く。(法第 2条第 1項で規定する｢空家等｣と同意) 
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2 計画の位置づけ 

 本計画は、法第 6 条の規定に基づく空家等対策計画とします。また、市政運

営の方向性を示す上位計画となる｢第 3 次燕市総合計画｣や都市計画の基本的な

方針を示した｢燕市都市計画マスタープラン｣、まちづくりの理念と将来像を示

す「燕市立地適正化計画」と連携を図り、計画を推進するものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

整合連携 

上位計画 

第 3 次燕市総合計画 

空家等対策の推進に関する特別措置法 
 

空家等に関する施策を総合的かつ 
計画的に実施するための基本的な指針 

ガイドライン 

 燕市都市計画 

燕市空き家等の適正管理及びまちなか居住促進に関する条例 
 

国 

市 

第 2 次燕市空家等対策計画 

～空家対策の基本的方針～ 
燕市立地適正化計画 

マスタープラン 
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3 計画期間 

 前計画の計画期間は平成 28 年度から令和 4 年度までの 7 年間でしたが、目ま

ぐるしく変化する空き家等の状況に対応していくため、計画期間を令和 5 年度

から令和 8年度までの 4年間とし、計画終期の令和 8 年度に達成すべき目標（成

果指標）を示します。 
なお、社会経済情勢や市政を取り巻く状況が変化した場合には、計画の実効

性を高めるため、必要に応じて計画の見直しを行うものとします。 

 

4 計画の対象地区及び対象空き家等 

(1)対象地区 

 計画の対象地区は燕市内全域としますが、燕市立地適正化計画に定める、都

市機能誘導区域※1及び居住誘導区域※2を重点地区※3とします。 

 また、他計画と連動して取り組む上での必要性や著しい空き家率の上昇が見

られることなど、重点的に対策を推進すべき地区が見られる場合は、改めて重

点地区を定めることとします。 

 

 

(2)対象空き家等 

 本計画で対象とする空き家等は、法第 2 条に規定する｢空家等｣及び条例第 2
条第 1 号に規定する｢空き家｣や、解体後の跡地に加えて、それらと一体的な活

用が見込める周辺の不動産を対象とします。※4 

 
※1 都市機能誘導区域（都市再生特別措置法第 81 条第 2 項第 3 号） 
  都市機能増進施設の立地を誘導すべき区域をいう。図 1-1 から 1-3 までに赤線でその位置を示します。 
 
※2 居住誘導区域（都市再生特別措置法第 81 条第 2 項第 2 号） 
  都市の居住者の居住を誘導すべき区域をいう。図 1-1 から 1-3 までに青線でその位置を示します。 
 
※3 燕市立地適正化計画の改正により見直しがあった場合は、それに合わせて重点地区を見直します。 
 
※4 燕市特定空き家等除去事業の対象として市が取得した空き家等を含みます。（燕市特定空き家等除去

事業とは、p59 参照） 
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図 1-1 都市機能誘導区域及び居住誘導区域 (重点地区) 燕地区 

令和 5 年 4 月時点 
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図 1-2 都市機能誘導区域及び居住誘導区域 (重点地区) 吉田地区 

令和 5 年 4 月時点 
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図 1-3 都市機能誘導区域及び居住誘導区域 (重点地区) 分水地区 

令和 5 年 4 月時点 
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第 2 章 空き家の現状と課題 

 

1 空き家の現状 

(1)住宅・土地統計調査の結果 

 ① 全国及び新潟県における空き家の状況 

 住宅・土地統計調査は、我が国における住戸(住宅及び住宅以外で人が居

住する建物)に関する実態並びに現住居以外の住宅及び土地の保有状況、そ

の他の住宅等に居住している世帯に関する実態を調査し、その現状と推移を

全国及び地域別に明らかにすることにより、住生活関連諸施策の基礎資料を

得ることを目的として、総務省統計局が実施したものです。 
 なお、この調査方法は抽出された区域のデータを基に、全体としての数値

を想定しており、実際の数との差異があります。 
 また、住宅・土地統計調査における空き家の定義は次のとおりです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※1 二次的住宅・・・別荘など、週末や休暇時に避暑・避寒・保養などの目的で使用される住宅で、普段 

は人が住んでいない住宅及び普段住んでいる住宅とは別に、残業で遅くなったとき 
に寝泊まりするなど、たまに寝泊まりする人がいる住宅。 

※2 その他の住宅・・二次的住宅、賃貸用の住宅、売却用の住宅に該当しない、人が住んでいない住宅。 

 
この節では、｢住宅・土地統計調査結果｣(総務省統計局)のデータを引用しています。その他の出典につい

ては、適宜記載いたします。 
 
 

※1 

※2 
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図 2-1 より、全国では、「居住世帯のない住宅」のうち、平成 30 年の空き家

は約 849 万戸と、平成 25 年と比べ、約 29 万戸（約 3.5％）の増加となっていま

す。総住宅数に占める空き家の割合（空き家率）は 13.6％と平成 25 年から 0.1

ポイント上昇し、過去最高となっていますが、法が施行される以前の空き家率

の増加に対し、法が施行されて全国的に空き家対策が行われてきた平成 25 年か

ら平成 30 年の空き家の増加率は小さくなっています。 

表 2-1 でみる都道府県別の空き家率を比較すると、埼玉県の空き家率が全国

で１番低く、山梨県の空き家率が１番高い状況であり、新潟県は全国平均より

1.1 ポイント高く、22 番目に高い数値となっています。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-1 全国の空き家数及び空き家率の推移(昭和 33 年～平成 30 年) 

昭和                     平成 
33 年  38 年  43 年  48 年  53 年  58 年  63 年  5 年   10 年   15 年  20 年  25 年  30 年 

出典：総務省「平成 30 年住宅・土地統計調査」 
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※空き家率は住宅総数との割合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  空き家実数 空き家率   空き家実数 空き家率   空き家実数 空き家率 

全国 8,488,600 13.6% 富山県 60,000 13.3% 島根県 48,300 15.4% 

北海道 379,800 13.5% 石川県 77,800 14.5% 岡山県 142,500 15.6% 

青森県 88,700 15.0% 福井県 45,000 13.8% 広島県 215,600 15.1% 

岩手県 93,500 16.1% 山梨県 90,000 21.3% 山口県 126,800 17.6% 

宮城県 130,500 12.0% 長野県 197,300 19.6% 徳島県 74,100 19.5% 

秋田県 60,800 13.6% 岐阜県 139,800 15.6% 香川県 88,200 18.1% 

山形県 54,200 12.1% 静岡県 281,600 16.4% 愛媛県 129,800 18.2% 

福島県 123,500 14.3% 愛知県 393,800 11.3% 高知県 74,600 19.1% 

茨城県 197,200 14.8% 三重県 129,600 15.2% 福岡県 328,600 12.7% 

栃木県 160,700 17.3% 滋賀県 81,200 13.0% 佐賀県 50,500 14.3% 

群馬県 158,300 16.7% 京都府 171,800 12.8% 長崎県 101,500 15.4% 

埼玉県 346,200 10.2% 大阪府 709,400 15.2% 熊本県 111,900 13.8% 

千葉県 382,500 12.6% 兵庫県 360,200 13.4% 大分県 97,700 16.8% 

東京都 809,900 10.6% 奈良県 87,200 14.1% 宮崎県 84,200 15.4% 

神奈川 484,700 10.8% 和歌山県 98,400 20.3% 鹿児島 167,000 19.0% 

新潟県 146,200 14.7% 鳥取県 39,900 15.5% 沖縄県 67,900 10.4% 

表 2-1 都道府県別空き家率（平成 30 年度） 

出典：総務省「平成 30 年住宅・土地統計調査」 
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② 全国及び新潟県全体との比較 

表 2-2 より、平成 25 年から平成 30 年の 5 年間で全国の空き家率は 0.1 ポイ

ントの増加でしたが、新潟県では 1.1 ポイントの増加と全国と比較して高く、本

市は 0.6 ポイントの増加と新潟県と比較すると低い状況でした。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※平成 15 年統計は旧吉田町・旧分水町を含む。 
※空き家率は住宅総数との割合 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

表 2-2 全国・新潟県との推移比較(空き家数・空き家率・世帯数・人口)       （）内は単位 

出典：国勢調査結果 
   住宅・土地統計調査 

図 2-2 空き家率の推移 

12.2%

13.1%
13.5%

13.6%

10.4%

12.1%

13.6% 14.7%

7.7%

9.6%

11.4%

12.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

平成15年度 平成20年度 平成25年度 平成30年度

全国 新潟県 燕市
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③ 県内他市との比較 

住宅・土地統計調査の結果、平成 25 年から平成 30 年の 5 年間で本市の空き

家数は約 370 戸増加しております。増加率を見ると、平成 20 年から平成 25 年

の 5 年間では 25.3%と 20 市中、4 番目に高い増加率でしたが、燕市条例制定後

の平成 25 年から平成 30 年の 5 年間では 10.8%と 14 番目となりました。空き家

率については、11.4%から 12.0%へ 0.6 ポイント増加しており、県内 20 市中、

12 番目の高さでした。このことから、本市の空き家等に関する施策が一定の効

果を示しているものと考えられます。 
 表 2-3 新潟県内他市との推移比較（総住宅数・空き家率・空き家数） 

参考 H20 H25 H20 H25 増加率 順位 H20 H25 順位

燕市 28,540 30,080 2,730 3,420 25.3% 4 9.6% 11.4% 12

H25 H30 H25 H30 増加率 順位 H25 H30 順位

新潟県 972,300 994,500 132,000 146,200 10.8% 13.6% 14.7%
燕市 30,080 31,690 3,420 3,790 10.8% 14 11.4% 12.0% 12

新潟市 366,440 373,900 44,020 48,400 10.0% 15 12.0% 12.9% 9

長岡市 112,380 113,820 14,130 14,330 1.4% 17 12.6% 12.6% 11

三条市 36,750 38,020 4,010 4,450 11.0% 13 10.9% 11.7% 14

柏崎市 38,300 40,250 5,490 6,810 24.0% 7 14.3% 16.9% 5

新発田市 37,970 38,980 4,930 4,990 1.2% 18 13.0% 12.8% 10

小千谷市 12,890 13,640 1,270 1,530 20.5% 8 9.9% 11.2% 17

加茂市 10,550 10,920 1,120 1,520 35.7% 4 10.6% 13.9% 7

十日町市 19,880 20,860 1,570 2,340 49.0% 2 7.9% 11.2% 16

見附市 14,110 14,990 1,230 1,130 -8.1% 19 8.7% 7.5% 20

村上市 24,600 26,390 3,070 4,570 48.9% 3 12.5% 17.3% 3

糸魚川市 19,470 19,770 2,820 3,360 19.1% 9 14.5% 17.0% 4

妙高市 12,900 14,180 1,640 2,510 53.0% 1 12.7% 17.7% 2

五泉市 18,140 18,570 1,900 2,030 6.8% 16 10.5% 10.9% 18

上越市 81,550 80,350 9,520 10,830 13.8% 11 11.7% 13.5% 8

阿賀野市 14,260 15,040 1,400 1,790 27.9% 5 9.8% 11.9% 13

佐渡市 28,580 29,370 5,810 7,300 25.6% 6 20.3% 24.9% 1

魚沼市 14,020 14,570 1,470 1,670 13.6% 12 10.5% 11.5% 15

南魚沼市 21,890 20,750 3,050 2,050 -32.8% 20 13.9% 9.9% 19

胎内市 11,660 12,120 1,710 1,960 14.6% 10 14.7% 16.2% 6

空き家率(％)空き家数(戸)総住宅数(戸)

出典：総務省「住宅・土地統計調査」 
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④ 燕市の状況 

(a)空き家数の推移と種類別動向 

本市の空き家は種類別に見ると、活用される見込みのある｢賃貸用の住宅｣と、

売却用や賃貸用とされず、第三者による活用の可能性が低い対策が必要な｢その

他の住宅｣で約 95%を占めています。 
H25 年から H30 年の 5 年間で空き家は、3,420 戸から 3,790 戸と 370 戸増

加しており、そのうち「その他の住宅」が 1,840 戸から 2,190 戸と 350 戸増加

しています。（図 2-3） 
 
 

 
 
 

 

平成 25 年から平成 30 年の 5 年間に増加した空き家総数 370 戸のうち、約 70%

にあたる 260 戸に腐朽・破損があり、そのうちの約 96%にあたる 250 戸が対策の

必要な｢その他の住宅｣となっています。（表 2-4） 
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1,090 
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910 

1,380 

1,840 

2,190 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,000

H15年

H20年

H25年

H30年

二次的住宅 賃貸用の住宅 売却用の住宅 その他の住宅

出典：総務省「住宅・土地統計調査」 
※統計表の数値は、表章単位未満の位で四捨五入しているため、総数と内訳の合計は一致しません。 

図 2-3 燕市内の空き家及び分類別内訳（単位：戸） 

表 2-4 燕市内の空き家数及び｢腐朽・破損のある空き家｣の推移 

出典：総務省「住宅・土地統計調査」 
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(b)住宅総数と世帯数の動向 
現状においては世帯当たりの人口が減少しているため、本市の世帯数は更に

増加を続けていますが、（図 2-4）今後は減少に転じ 27,000 世帯代の半ばで推移

すると予想されています。一方で県内の世帯数は、すでに減少に転じており、

国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）の推計によると本

市の世帯数も将来的には同様に減少することが考えられます。そのことにより、

更に空き家の発生が加速することが考えられます。（図 2-5） 
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出典：社人研 

図 2-4 住宅総数と世帯数及び世帯あたり人口の動向 

図 2-5 新潟県の一般世帯総数の推計（単位：千世帯） 
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(c)人口の将来推計 

社人研推計に準拠した推計（※）では、今後も高齢化が進む一方で、年少人

口や生産年齢人口は大きく減少する見込みです。（図2-6） 

また、持ち家で暮らす高齢者単身世帯も増加傾向にあり、総世帯に対する比

率も増加しています。（図 2-7） 

 

 
 
 

77,201 
74,017 

70,710 67,195 

63,476 59,914 
56,481 

53,052 
49,555 31.2%

32.6%
33.9%

35.8%

38.3%
39.9%

40.8% 41.3% 41.6%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

R2年 R7年 R12年 R17年 R22年 R27年 R32年 R37年 R42年 高
齢

化
率

（
％
）

人
口(

人
） 年少人口 生産年齢人口 老年人口 高齢化率

図 2-6 燕市の 3 区分別の人口の推計人口 

出典：第 3次燕市総合計画 

※「社人研推計に準拠した推計」は、社人研の推計方法に準拠して燕市が独自に推計したもの

であり、現在の人口動態が続いた場合の将来予測です。 
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(2)燕市空き家実態調査について 

空き家になる可能性が考えられる高齢者単身世帯などにおいて、水道の閉栓

リストや自治会からの情報提供などから調査対象を選定し、所有者への意向調

査や個々の空き家の状態を把握する「実態調査」を行っています。毎年、増加

した空き家を調査し、把握することで、空き家の全戸把握と早期発見を目的と

しています。 

 
※第 2章 1の（1）に記載している国の実施する住宅・土地統計調査は抽出調査であり、かつ住戸単位での

調査であることから、全棟調査であり、かつ棟単位の調査として実施した当市の実態調査の結果とは、

差異が生じています。 

 
①調査対象 

本調査の対象において、長屋及び集合住宅は、1 戸でも使用されていれば

全体を空き家としないため、住宅・土地統計調査の戸数表記ではなく、棟数

での表記となります。また対策を必要とする空き家の実態を捉えることを目

的としているため、売却用及び賃貸用に管理されているもの、所有者等から

使用している旨の申出があったもの等は空き家としていません。 
 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

その他の住宅のうち、使用していないものを対象とします。また、これ以外

にも用途が店舗、工場、事務所等であり、使用していないことが常態であるも

のも含みます。 
 

うち、使用していないもの 
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② 意向調査 

実態調査の対象となる空き家の所有者等に対しアンケート形式で実施し、必

要に応じて聞き取り調査を行いました。この調査は、全体的な空き家の基礎デ

ータにすることを目的としています。 

 
③ 空き家の老朽度等の確認及び特定空き家等の認定 

特定空き家等の認定は燕市条例に基づき、住宅の不良度や周辺環境に悪影響

を及ぼす可能性など調査することを目的としています。調査は建築士が外観調

査を行い、「燕市空き家等の適正管理及びまちなか居住促進に関する条例施行規

則」第 4条に規定する基準によって判定を行っています。 

 
④ 実態調査結果 

(a)空き家棟数の推移 

燕市の空き家棟数は平成 29 年 4 月以降増加を続けており、令和 4年 4月時点

で 771 棟でした。地区別にみると燕地区が 398 棟、吉田地区が 206 棟、分水地

区が 167 棟となっています。平成 29 年 4 月以降の推移でみると、吉田地区、分

水地区では令和 3 年 4 月時点から令和 4 年 4 月時点の 1 年間で初めて減少に転

じました。(図 2-8、表 2-5) 
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図 2‐8  燕市空き家の棟数の推移(棟) 
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  燕地区 吉田地区 分水地区 合計 

H26 年 1 月時点空き家棟数 337 196 145 678 

実態調査での追加棟数 8 7 1 16 

売却他による減少数 ▲ 14 ▲ 9 ▲ 2 ▲ 25 

Ｈ27 年 4 月時点空き家棟数 331 194 144 669 

実態調査での追加棟数 47 17 8 72 

解体・売却他による減少数 ▲71 ▲ 46 ▲ 32 ▲ 149 

Ｈ28 年 4 月時点空き家棟数 307 165 120 592 

実態調査での追加棟数 46 26 23 95 

解体・売却他による減少数 ▲ 92 ▲ 55 ▲ 17 ▲ 164 

Ｈ29 年 4 月時点空き家棟数 261 136 126 523 

実態調査での追加棟数 59 51 22 132 

解体・売却他による減少数 ▲ 24 ▲ 29 ▲ 12 ▲ 65 

Ｈ30 年 4 月時点空き家棟数 296 158 136 590 

実態調査での追加棟数 81 50 32 163 

解体・売却他による減少数 ▲ 23 ▲ 17 ▲ 20 ▲ 60 

Ｈ31 年 4 月時点空き家棟数 354 191 148 693 

実態調査での追加棟数 38 36 21 95 

解体・売却他による減少数 ▲ 38 ▲ 36 ▲ 10 ▲ 84 

R2 年 4 月時点空き家棟数 354 191 159 704 

実態調査での追加棟数 57 44 21 122 

解体・売却他による減少数 ▲ 27 ▲ 24 ▲ 10 ▲ 61 

R3 年 4 月時点空き家棟数 384 211 170 765 

実態調査での追加棟数 57 21 11 89 

解体・売却他による減少数 ▲ 43 ▲ 26 ▲ 14 ▲ 83 

R4 年 4 月時点空き家棟数 398 206 167 771 

 

表 2‐5  燕市空き家実態調査の地区別推移（棟） 



第 2 章 空き家の現状と課題 

-22- 
 
 

本計画の重点地区に位置付けている居住誘導区域の面積は燕市全域面積の

7.8％に相当しますが、令和 4 年 4 月時点で、この区域に市内の空き家の 52.8％

にあたる、407 棟の空き家が存在しています。吉田地区においては居住誘導区域

に72.8％の空き家があり、特に集中していることが分かります。（表2-6、表2-7） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 4 年 4 月時点で空き家所有者の居住地は市内在住が 60.3%、県内在住が

19.8%、県外在住が 11.3%、不明が 8.6%となっています。平成 26 年 1 月時点と

比較すると、市内在住が 4.2 ポイント減少しました。一方、所有者不明の空き

家は 5.5 ポイント増加しました。 (表 2-8、図 2-9) 
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H26.1

R4.4
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（市内全域面積の 7.8%に相当） 

表 2‐8  地区別の空き家所有者の居住地割合 

表 2‐7  地区別の居住誘導区域内の空き家（令和 4 年 4 月時点） 

表 2‐6  燕市内全域に占める居住誘導区域の割合 

※空き家の所有者及び相続人が複数人いる場合、１名でも市内に在住していれば、市内在住に含めています。 

※居住地不明とは企業の倒産や相続人すべてが相続を放棄することにより、所有者が不存在となっている物件 

を含みます。 

図 2‐9  地区別の空き家数所有者の居住地割合の居住地割合 
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(b)特定空き家等棟数の推移 

特定空き家等については、毎年、10～20 棟程度の特定空き家等が解体・改善

等で減少しているものの、認定される空き家も同等にあり、減少させるには継

続的な対策が必要となっています。（表 2-9、図 2-10） 

 

 

 
 

  Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｒ2 Ｒ3 

年度初棟数 70 65 70 69 68 65 

解体・改善数 -22 -12 -12 -9 -17 -10 

追加認定数 +17 +17 +11 +8 +14 +6 

年度末棟数 65 70 69 68 65 61 
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図 2‐10  特定空き家等の棟数の推移（棟） 

（   ）内は空き家数に対する特定空き家の割合 

（7.9%） （8.5%） （9.7%） （10.0%） 
（12.4%） 

（11.8%） （11.9%） 

表 2‐9  特定空き家等の年度毎棟数の推移（棟） 
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⑤ 意向調査結果（平成 27 年～令和 2 年の 5 年間） 
調査対象件数 636 件のうち、回答数は 338 件で回答率 53.1%でした。設問

毎に集計しているため、回答の合計値は異なります。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

意向調査に回答された空き家の中には、S50 年以前の建物が 175 棟あり、旧耐

震基準（昭和 56 年以前）である建物は少なくとも全体の 63.2％以上あることが

分かりました。 

これら旧耐震基準の建物は、活用するには耐震改修工事が必要になる場合が

あり、投資額が大きくなることが推測されるため、市場への流通や周囲の空き

地等との一体的な利用を検討するには、適切な支援が必要と考えます。 

 

Q2 この建物を利用しなくなったのはいつ頃からですか？ 

 
 

上水道の閉栓情報等から市が空き家を認識した時点で約 5 割が空き家となっ

てから 5年以上経過しています。 

また、平成 27 年度に空き家の老朽化の推移を把握するために行った追跡調査

の結果から、約 2 年で 48％の空き家が老朽化の進行が著しいことが分かってい
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ます。そのため、庁内各部署や連携団体と情報交換を密に行い、早い段階で空

き家の所在や所有者を確認し、空き家等の活用に関する情報を提供することが

必要です。 

 

Q3 建物内部の状況はいかがですか？ 

 

内部の状況を確認した結果、「そのまま利用可能」や「小規模な修繕が必要」

と所有者から回答があったものが、全体の 63.9％を占めており、早期に支援

することで、次の活用につながることが期待されます。 

また、「よく分からない」との回答が 13.3％あり、空き家の状態を確認でき

ていないことや管理されていないことが想定され、将来的に管理不全な状態

になる可能性が高いと推測されます。 

 

Q4 普段の維持管理でお困りのことは何ですか？ 

 

「樹木・雑草の管理」に困っているという回答が全体の約 28%でした。 

また、前問 Q3 において「修繕が必要」と答えた人に対し、「破損箇所の修繕」

に困っていると答えた方は非常に少ないことが分かりました。 
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Q5 今後の活用計画について教えてください。 

 

活用計画に対して「売却や賃貸」、「何とか手放したい」と考えている方が、

意向調査全体の約 70％と多く、自ら活用するよりも、売却や賃貸により、手放

したいと考えている方が多いと考えられます。 

 

Q6 協定団体への相談 

 

手放したいという方と同程度、宅建協会への相談を希望する回答が所有者か

らありました。一方で、市内の不動産取引は活発とは言えない状況があり、不

動産事業者による売買や賃貸以外にも地域の活用需要を掘り起こし、空き家等

を活用する仕組みづくりを検討する必要があります。 
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(3)燕・吉田・分水地区の空き家棟数の変遷状況 

市内を燕地区 46 ブロック、吉田地区 25 ブロック、分水地区 22 ブロックに 

分けて実態調査を実施しています。 

平成 25 年度からの変遷は、図 2-11～図 2-16 で示します。 

 
 

①燕地区の変遷状況 

図 2-11 平成 25 年 6 月時点（前計画の策定時） 

図 2-12 令和 4 年 4 月時点（本計画の策定時） 

 

②吉田地区の変遷状況 

図 2-13 平成 25 年 6 月時点（前計画の策定時） 

図 2-14 令和 4 年 4 月時点（本計画の策定時） 

 

③分水地区の変遷状況 

図 2-15 平成 25 年 6 月時点（前計画の策定時） 

図 2-16 令和 4 年 4 月時点（本計画の策定時） 

 

 

変遷状況から、３地区とも居住誘導区域を中心に空き家棟数が多い状況にあります。 
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図 2-11 燕地区 平成 25 年 6 月時点 空き家数の状況 

居住誘導区域 














































































